




























関連法」のもととなった改正案は，2015 年 4 月の第 189 回国会において，「労働基準法等の一部を
（1）　「働き方改革関連法」における労働時間規制の改革については，その意義および課題を検討する多くの論考がす
でに示されており，本稿を執筆するにあたってもこれらの論考を参照した。労働法学の立場から検討を行った主
な論考として，水町勇一郎「「働き方改革」の到達点と課題」『法律時報』91 巻 2 号（2019 年）54 頁以下，和田肇「労働










労働時間が 2,000 時間を上回る水準で推移」し，「週労働時間 60 時間以上の者の割合は低下傾向に





ては，労働基準法 36 条 5 項として，「労働時間の健康が確保されるように特に配慮しなければなら
ない」との規定が挿入されるにとどまっていた（3）。
その後，首相官邸に設置された「働き方改革実現会議」（4）では，有識者による議論等を経て，2017










を，原則として，月 45 時間，かつ，年 360 時間とする」こと，第二に，「臨時的な特別の事情があ
る場合として，労使が合意して労使協定を結ぶ場合においても，上回ることができない時間外労働
時間を年 720 時間とする」こと，第三に，「一時的に事務量が増加する場合」について年 720 時間の











関係─労働時間法制について」『日本労働研究雑誌』702 号（2019 年）63 頁以下がある。また，濱口桂一郎「労働
時間の上限規制とインターバル規制」『季刊労働法』258 号（2017 年）22 頁以下は，働き方改革実現会議以降におけ
る動きの流れを整理しつつ，「三社構成原則がややもすると選択的恣意的に使われる政治状況」を指摘している。
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含んで，80 時間以内」「②単月では，休日労働を含んで 100 時間未満」「③原則を上回る特例の適用
















これを受け，政府は，2018 年第 196 回通常国会に，「働き方改革関連法案」の一環として，おお
むね働き方改革実行計画の内容に沿った内容の労働基準法等改正案を提出した。同改正案は，同年







等）が，労働基準法 36 条の中に規定された（2 項）。そして，この対象期間中における時間外労働
の時間については，通常予見される範囲内の限度時間内とすることを定め（3 項），その限度時間
も同条で定める（4 項）。すなわち，従来は「労働時間の延長の限度等に関する基準」に関する告示
（平成 10 年 12 月 28 日労告 154 号）で定められていたのに対し，本改正により，時間外労働の限度
時間が労働基準法の条文本則に定められることとなった。また，告示により定められていた時間外
労働の限度時間については，旧 36 条 3 項が 36 協定を締結する「使用者および労働組合または労働
者の過半数を代表するものは，当該協定で労働時間の延長を定めるにあたり，当該協定の内容が前




項の（引用者注・旧 36 条 2 項にもとづく上記告示で定める）基準に適合したものとなるようにしな
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ければならない
3 3 3 3 3 3 3














時間外労働の具体的な上限については，月 45 時間，年 360 時間を原則とし，臨時的で特別な事情









すなわち，第一に，「労働時間の基本原則は，労働基準法第 32 条に規定されている「1 日 8 時間，
週 40 時間以内」であって，その法定労働時間の枠内で働けば，労働基準法第 1 条が規定する「人
たるに値する生活を営む」ことのできる労働条件が実現されることを再確認し，本法に基づく施策
の推進と併せ，政府の雇用・労働政策の基本としてその達成に向けた努力を継続すること」として，
そもそも論として，労働時間に関する労働基準法の規制は，本来的には「1 日 8 時間，1 週 40 時間」
労働であることの再確認を求めている。
第二に，時間外労働時間の上限について，自動車の運転業務や建設事業等も含め，時間外労働の
原則的上限は月 45 時間，年 360 時間であり，労使は 36 協定を締結するに際してその原則水準内に













































改革関連法」の成立，およびその附帯決議を受け，「労働基準法第 36 条第 1 項の協定で定める労働



















として認められない旨を定めている（指針第 5 条 1 項）。
第四に，1 か月および 1 年間の「限度時間」を超える時間外労働・休日労働についての特別な協定
を定める場合，労使当事者は，「労働時間の延長は原則として限度時間を超えないものとされてい
ることに十分留意し，当該時間を限度時間にできる限り近づけるように努めなければならない」旨
を定めている（指針第 5 条 2 項）。
第五に，「限度時間」を超えた時間外労働・休日労働にかかる協定を定める場合，当該時間の割
増賃金率については，通常の割増賃金の率を超える率とするよう旨の努力義務を定めている（指針
第 5 条 3 項）。
第六に，労使当事者は，36 協定で休日労働を定めるにあたっては，「労働させることができる休
日の日数をできる限り少なくし，及び休日に労働させる時間をできる限り短くするように努めなけ




















1980 年代，日本における年間の平均実労働時間は，欧米諸国におけるそれが 1,600 時間～ 1,900
時間程度であったのに対し，年間平均 2,100 時間を超える状況にあったとされる。その後，長時間
労働によるいわゆる「ソーシャル・ダンピング」といった国際的な非難を背景に，1987 年労基法改
正により，法定労働時間の週 48 時間制から週 40 時間制への段階的短縮が定められた。1997 年に
は業種および事業規模による猶予措置も原則として廃止され，基本的にはすべての事業において週







年は 1,713 時間となっている。諸外国を見ると，アメリカは 1,783 時間，イタリアは 1,730 時間，イギリスは 1,676
時間，スウェーデンは 1,621 時間と，日本と大きな差はない。これに対し，フランスおよびドイツは日本より短く，
フランスが 1,472 時間，ドイツが 1,363 時間などとなっている。
















である。加えて，1990 年代以降のグローバル競争の激化，1990 年代末期から 2000 年代にかけての
景気低迷の長期化，企業内の人員構成の中高年化などを背景に，人件費コストの削減圧力が高まっ





















































数代表者の選出方法については，労基法施行規則 6 条の 2 で，「目的を明らかにして，投票，挙手
等で選出」と定められ，これに反する方法の場合，36 協定は無効となるとされている。しかし，実
（17）　36 協定の内容が限度基準に「適合したものとなるようにしなければならない」とする（旧）労基法 36 条 3 項の
文言については，36 協定の締結当事者に対し，限度基準を超えないようにすることを義務付けた（違反すれば，協
定の締結当事者が「行政指導」の対象となる可能性はある）にとどまり，現に締結された協定の内容を規制する効
力を有しないものと解されている（菅野・前掲注 489 頁，和田・前掲注（1）10 頁）。
（18）　和田・前掲注（1）10 頁，水町・前掲注（1）56 頁。
（19）　西谷・前掲注 285 頁。
（20）　日本の労働組合の組織率は，民間で約 16％とされるが，従業員 1,000 人以上の企業における組織率が 4 割強で






















する時間外労働に対する規制は，労基法 32 条による法定労働時間の定め，労基法 36 条の 36 協定
を通じた過半数代表による時間外労働の適切な統制，および，労基法 37 条所定の割増賃金制度を
通じた時間外労働時間数の抑制という組み合わせによるものであった。そして，近年の時間外労働
にかかる法改正は，一方では 1993 年改正による休日労働に際しての割増率の引き上げ，2008 年改















この点，「働き方改革関連法」による改正の結果，改正労基法 36 条 3 項および 4 項は，時間外労
働の上限時間を強行法規として規定している。したがって，この基準を上回る時間外労働を定め




































































































（34）　なお，今回の改正により，2008 年改正で導入された月 60 時間を超える時間外労働にかかる割増率 5 割以上と
する労基法 37 条 1 項但書を適用除外とする労基法 138 条が削除されることとなったが，その施行は 2023 年 4 月 1
日となっている。
（35）　建設事業等における長時間労働問題については，古川景一「建設業における長時間労働の現状と課題」『季刊労
働法』261 号（2018 年）25 頁以下等を参照。
（36）　自動車運送業の長時間労働問題とそれへの対応については，世永正伸「トラックドライバーの長時間労働対策」
『季刊労働法』261 号（2018 年）52 頁以下，浅井邦茂「トラック運輸の長時間労働改善の取り組み」『日本労働研究
雑誌』702 号（2019 年）51 頁以下等を参照。
（37）　和田・前掲注（1）11 頁。


































衛生法 66 条の 8 の 3）点は，一定の評価をすべきであろう。また，高度プロフェッショナル制度においては，適用
労働者の健康維持のため，在社時間等を基礎とした「健康把握時間」なる仕組みが導入されたが，（高度プロフェッ
ショナル制度自体の当否は措くとして）柔軟な働き方をする労働者についての健康確保という観点から，その考え
方そのものは一定の評価をすべきと考える。
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検討が不十分な点が少なくない。これらの点については，今後の検討課題としたい。
（ほそかわ・りょう　青山学院大学法学部教授）
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